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抄録　

【目的】地域における健康安全の充実・強化に必要な人材基盤の向上策をコンピテンシーに基づいて再構築するための根拠として，演者らはこれまでに①必要な地域健康危機管理コンピテンシーを明らかにし，②その習得に必要な研修プログラムの開発・実施・検証を行っている。本研究は，コンピテンシーに基づいて地域健康危機管理に求められる人材養成を推進する際に必要な「習得レベル」を明らかにすることが目的である。【方法】デルファイ (Delphi)法。(1)質問紙調査：第1回調査[対象は地域保健担当部局・保健所・地方衛生研究所(744カ所)の職種割り当て地域健康危機管理従事者(1,899人)。健康危機管理コンピテンシーの各項目について回答者自身の職種・職位で必要と考える習得レベルを選択肢「習得の必要はない」「知っている必要あり」「理解している必要あり」「実践で応用できる」から択一回答とした。]，第2回調査[対象は第１回調査で回答協力意思を確認しえた992人]　(2) 公衆衛生熟練者による検討：事前調査[対象は平成20年度厚労科研「地域健康危機管理に従事する公衆衛生行政職員の人材開発及び人員配置に関する研究」の研究代表者・研究分担者・研究協力者のうち協力者16人(以下「デルファイメンバー」)。第2回質問紙調査結果に対する意見集約。]，ラウンドテーブルディスカッション[事前調査結果を参照しつつデルファイメンバーによって妥当性を検証。]【結果】(1)質問紙調査：回収率は第1回調査53.5%、第2回調査76.2%。(2) 公衆衛生熟練者による検討：事前調査の回収率は68.8%、ラウンドテーブルディスカッションの結果、求められる健康危機管理コンピテンシーの習得レベルを職種別・職位別に示すことが可能であった(配布資料)。「習得の必要はない」と意見集約された健康危機管理コンピテンシーは，いずれの職種・職位においてもみられなかった。健康危機管理コンピテンシーごとのの習得レベルは，職種或いは職位ごとに特徴のある分布パターンを示した。妥当性の評価における主な意見は，「地域健康危機管理計画の策定・実施は，医師だけでやるものではない。計画策定は担当レベルから実務者が関わるべきなので，すべての職種に『実践で応用できる』を求めても良いと思う」「理想的なレベル，習得が必要なコンピテンシー，という観点では職種による差が余りなく共通している点が多いと感じる」等であった。【考察・まとめ】「求められる健康危機管理コンピテンシーの習得レベル」を職種別・職位別に示した。本研究成果は今後，地域が主体的に地域健康危機管理体制の充実・強化に必要な人材養成を企画・立案・実施・評価する際に，地域健康危機管理従事者個人が各々の職種・職位に応じて習得を目指すべき「標準的レベル」として活用できると思われた。また本研究成果は，地域健康危機管理の研修プログラム開発における人材養成効果の評価指標として活用が可能ではないかと思われた。
